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1. はじめに 

 令和３年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（工場等及び荷主の判断基準遵

守状況等の電子データ化調査事業）について、電子データ化業務における実績及び、電子化作業

上発生した体裁確認を、集計・分析した結果より、事業者の報告書等の作成上の課題及び改善提

案を示す。 
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2.  電子データ化業務における実績 

2.1 対象件数等 

2.1.1 特定事業者等、各局の電子データ化件数 

 以下に、特定事業者等の各局における電子データ化件数を示す。 

 

表 2.1.1-1 特定及び認定事業者、各局の対象件数 

対象局 定期報告書 中長期計画書 

  特定表 指定表 

中 3 局 関東局 2,586 3,101 3,372 

 中部局 539 563 494 

 近畿局 1148 1,115 1,827 

外 6 局 北海道局 186 150 384 

 東北局 434 328 673 

 中国局 279 221 647 

 四国局 148 111 358 

 九州局 498 419 831 

 沖縄局 4 13 79 

合計 5,822 2,920 8,665 

 

2.1.2 特定荷主等、各局の電子化件数 

 以下に、特定荷主等の各局における電子化件数を示す。 

 

表 2.1.2-1 特定荷主等、各局の対象件数 

対象局 報告書 計画書 

中 3 局 関東局 282 480 

 中部局 39 38 

 近畿局 111 126 

外 6 局 北海道局 16 19 

 東北局 0 0 

 中国局 19 29 

 四国局 6 21 

 九州局 25 40 

 沖縄局 0 0 

合計 498 753 
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NO. 作業内容 作業場所 作業内容詳細 

4 スキャン 中 3 局執務室 スキャン作業を行い、画像ファイル（Tiff 形

式）を作成。 

5 データアップロード 中 3 局執務室 スキャンしたデータを各地方局より、クラウド

サーバにアップロード。 

6 内容精査 弊社（本社） スキャン画像を項番号に確認を行い、過不足等

が発見された場合、確認を実施。 

7 スキャン画像精査及び作

業リスト作成 

弊社（本社） スキャン画像の『管理シート』より、バーコー

ド解析を行い、スキャン済みの事業者及び荷主

の『作業リスト』を作成。 

8 ご報告 弊社（本社） 作業リストをデータ授受用のクラウドストレー

ジにアップを行い、中 3 局に報告。 

9 PDF データ作成 弊社（本社） TIFF 形式より、PDF データを作成。 

10 スキャン画像アップ 弊社（本社） 『納品用スキャンデータ』を、データ授受用の

クラウドストレージにアップロード。 

 

(2) 地方局（中３局）におけるスキャンの流れ 

① 事前処理 

 定期報告書等を確認し、スキャン前に以下の作業を実施した。 

  ・電子化管理用の管理シートの付与 

  ・ホチキス、クリップ等除去 

  ・付箋等が付与されている場合は、内容により担当者への確認 

  ・電子化対象に含まれない資料の除外 

  ・定期報告書で不足している内容等がある場合は、その確認 

 

② スキャンの設定 

 事前処理が完了したものについて、以下の設定に基づきスキャンを実施した。 

 

表 2.2.1-3 中 3 局における画像データ化体制 

項目 仕様 

解像度 400dpi 

色数 カラー、白黒自動判定 

画像形式 カラー（TIFF/LZW 圧縮形式、白黒 TIFF/G4 圧縮形式） 

 スキャンは、ADF（AutoDocument Feeder）形式によるスキャンを実施した。 

 

③ サーバへのアップロード 

 モバイルルータを用い、スキャンデータをデータ授受用に設定したクラウドサーバへアップロ

ードを実施した。 

 クラウドサーバでは、地方局単位にアカウントを作成し、他局のデータを取り扱えないように

設定を行った。（モバイルルータには通信容量制限があるため、定期的に使用容量の確認を行い、
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(2) 画像フォーマットについて 

 画像フォーマットは以下のように定めた。 

表 2.2.2-3 画像フォーマット取り決め 

項目 仕様 

解像度※ 400dpi 

色数 カラー、白黒自動判定 

画像形式※※ PDF 形式 

※ 画像スキャン時の解像度を昨年度規定の 300dpi より、400dpi に変更（画素数で 177%）し、

細かい画像の視認性を高めた。 

※※ 画像形式については、実際の画像化状況により、マルチ Tiff 形式、Excel 形式等の提供形式も

存在した。 

 

(3) 画像データ化フロー 

 画像データ化は以下のフローに基づき実施した。 

 

表 2.2.2-4 画像データ化フロー 

NO. 作業内容 作業場所 作業内容詳細 

1 作業リスト受領及び精査 弊社（本社） 中３局各局より特定事業者等及び特定荷主のリ

ストを受領し、管理用の番号を発番し『管理リ

スト』を作成。 

2 画像データ検証 弊社（本社） 受領した画像データの検証を行い、不明点など

がある場合は、報告を実施。 

3 画像変換 弊社（本社） 受領したデータを Tiff 形式に変換を行い、中 3

局で実施しているスキャンデータと画像形式を

合わせる。 
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(2) エントリーシステムについて 

 電子化は、専用の入力フォームの開発を行い、報告書の体裁に近い形でのパンチが行えるよう

に設計を行った。 

図 2.2.3-2 エントリーシステムイメージ 

  
 

 入力フォームでは、入力データ確定前に、項目に設定された範囲を超える場合等において、ア

ラートが表示されるようにプログラム。 

 ただし、パンチ業務においては、報告書に記載された内容を正確に電子化するという性質上、

アラートの警告を実施しても、記載内容と合致する場合は、そのまま入力を行うことができるよ

うに設計。 

 

(3) 体裁確認 

 オペレーターによるパンチミスを確認するために、パンチ後、当該画像及び、パンチデータを

紙出力し、比較する、校正処理が実施された。 

 校正処理においても、報告書との比較が行いやすいように、専用の出力帳票の開発を行い、実

施。 
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2.2.5 プロセス管理 

 全体行程については、行程管理システムより運用を行い、定期的にプロセス管理報告書の提出

を実施した。 

図 2.2.5-1 プロセス管理報告イメージ 
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12月6日 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

予定数量 進捗件数 進捗率

関東局 期報告書 スキ ン 電子申請 予定 1 997 1 997 100 0% 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 4 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 70 7

実績 1 997 1 158 58 0% 13 22 1 3 5 20 4 4 16 7 2 9 27 1 5 31 1 42 26 63 3 72

パン 予定 3 367 3 367 100 0% 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 7 70 70 70 70 70 70 70 70 100 100 100 10

実績 3 367 2 909 86 4% 37 101 106 125 120 119 129 114 124 118 101 94 90 7 110 87 113 108 109 82 154 76

パン 予定 3 367 3 367 100 0% 50 50 50 50 50 90 90 9 90 90 90 90 90 90 90 90 9 90 90 90 90 90 90 100 10

実績 3 367 2 892 85 9% 42 38 55 72 79 85 93 8 88 94 83 105 81 108 89 75 10 120 101 90 71 85 94 102 8

検証 予定 3 367 3 367 100 0% 50 50 5 50 50 90 90 90 90 90 90 9 90 90 90 90 90 90 90 9

実績 3 367 2 840 84 3% 42 38 5 72 79 85 93 82 88 94 83 10 81 108 89 75 108 120 10

納品 予定 3 367 3 367 100 0% 60

実績 3 367 2 591 77 0% 137

中長期計画書 スキ ン 予定 5 364 5 364 100 0% 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 11 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110 11

実績 5 364 3 879 72 3% 47 115 104 125 117 132 128 113 135 118 98 96 109 8 110 109 108 142 128 139 153 146

パン 予定 5 364 5 364 100 0%

実績 5 364 3 256 60 7%

検証 予定 5 364 5 364 100 0%

実績 5 364 3 256 60 7%

納品 予定 5 364 5 364 100 0%

実績 5 364 0 0 0%

中部局 期報告書 スキ ン 電子申請 予定 651 651 100 0% 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 3 30 30 30 30 30 21

実績 651 99 15 2% 0 0 0 2 0 0 0 0 28 39 18 0 0 0 10

パン 予定 868 868 100 0% 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 4 40 40 40 40 40 28

実績 868 598 68 9% 20 2 69 67 65 60 36 9 3 31 33 23 5 21 41 60

パン 予定 868 868 100 0% 30 30 3 30 30 30 30 30 30 30 30 3 30 30 30 30 30 30 30 3

実績 868 598 68 9% 22 38 5 84 52 59 45 51

検証 予定 868 868 100 0% 30 30 30 30 30 30 3 30 30 30 30 30 30 30 3

実績 868 598 68 9% 22 38 57 84 52 59 45

納品 予定 868 868 100 0% 25

実績 868 584 67 3% 32

中長期計画書 スキ ン 予定 1 519 1 519 100 0% 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 7 70 70 70 70 70 49

実績 1 519 923 60 8% 18 2 69 64 56 56 32 9 3 31 32 20 3 20 32 427

パン 予定 1 519 1 519 100 0%

実績 1 519 912 60 0%

検証 予定 1 519 1 519 100 0%

実績 1 519 0 0 0%

納品 予定 1 519 1 519 100 0%

実績 1 519 0 0 0%

近畿局 期報告書 スキ ン 電子申請 予定 666 666 100 0% 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

実績 666 787 118 2% 0 1 0 0 0 0 0 0 0 57 141 0 67 98 198 150 70 5

パン 予定 1 286 1 286 100 0% 70 70 70 70 70 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 60 60 60 60 60 60 60 1

実績 1 286 1 251 97 3% 48 71 88 86 118 109 88 108 125 138 34 87 30 25 9 28 3 54

パン 予定 1 286 1 286 100 0% 40 40 4 40 40 40 40 40 40 40 40 4 40 40 40 40 40 40 40 4

実績 1 286 1 235 96 0% 35 47 5 38 61 33 21 35 58 24 22 1 15 11 111 118 124 84 10

検証 予定 1 286 1 286 100 0% 40 40 40 40 40 40 4 40 40 40 40 40 40 40 4

実績 1 286 1 235 96 0% 35 47 55 38 61 33 2 35 58 24 22 18 15 111

納品 定 1 286 1 286 100 0% 40

実績 1 286 1 235 96 0% 20

中長期計画書 スキ ン 予定 1 952 1 952 100 0% 100 100 100 100 100 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 90 90 90 90 90 90 90 2

実績 1 952 1 958 100 3% 48 64 88 74 112 107 85 106 118 184 172 82 94 120 196 166 72 56

パン 予定 1 952 1 952 100 0%

実績 1 952 1 613 82 6%

検証 予定 1 952 1 952 100 0%

実績 1 952 1 613 82 6%

納品 予定 1 952 1 952 100 0%

実績 1 952 0 0 0%
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3. 体裁確認の結果 

3.1 特定事業者等 

3.1.1 アラートの内容 

 アラートの出現した対象表、対象項目及び内容を以下に示す。 

 アラートについては、「定期指定エラーリスト項目（Excel リスト）」で指定されているエラー内

容をプログラム化し、電子化データと比較することにより、出力を行った。 

 また、マスタとの比較が必要なものについては、「取得 DB（事業者等マスタ/工場等マスタ/荷

主マスタ/コードマスタ/特定_第 10 表/特定_第 9 表 3）」と電子化データの比較を実施した。 

 出現者数の母数については、定期報告書特定表の提出個数、5,822 件より算出を行っている。 

 

表 3.1.1-1 特定事業者アラート一覧 

No. 対照表 対象項目 アラート内容 出現事業者数 

(出現率%) 

エラー原因 

1 表紙 代表者役職名 特定表紙 代表者役職記

載がありません。 

19 (0.3%) 記載漏れ 

2 表紙 法人番号 法人番号が正しくありま

せん。 

19 (0.3%) 記載漏れ 

3 表紙 代表者氏名 特定表紙 代表者名記載

がありません。 

6 (0.1%) 記載漏れ 

4 表紙 法人名 特定表紙 法人名記載が

ありません。 

6 (0.1%) 記載漏れ 

5 第 1 表 エ ネルギ ー管 理

士免状番号 or 講

習修了番号 

特定第 1 表 エネルギー

管理企画推進者の管理士

番号の記載がありませ

ん。 

471 (8.1%) 記載漏れ 

6 第 1 表 特定事業者番号、

事業者の名称 

特定第 1 表 事業者の名

称記載がない、または、特

定事業者名が、昨年度に

この特定事業者番号で登

録されている事業者名と

一致しません。 

427 (7.3%) マスタに記載さ

れている事業者

の名称と差異が

生じている 

7 第 1 表 特定事業者番号 特定第 1 表 特定事業者

番号に記載がない、また

は、特定事業者番号が存

在しません。 

22 (0.4%) 記載漏れ及び記

載間違い 

8 第 1 表 特定排出者番号 特定第 1 表 特定排出者

番号記載がありません。 

10 (0.2%) 記載漏れ 

9 第 1 表 エ ネルギ ー管 理

企 画推進 者の 氏

名 

特定第 1 表 エネルギー

管理企画推進者の記載が

ありません。 

7 (0.1%) 記載漏れ 
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No. 対照表 対象項目 アラート内容 出現事業者数 

(出現率%) 

エラー原因 

10 第 1 表 エ ネルギ ー管 理

統括者の氏名 

特定第 1 表 エネルギー

管理統括者の記載があり

ません。 

6 (0.1%) 記載漏れ 

11 第 1 表 細分類番号 特定第 1 表 細分類番号

記載がありません。 

5 (0.1%) 記載漏れ 

12 第 1 表 主たる事業 特定第 1 表 主たる事業

記載がありません。 

5 (0.1%) 記載漏れ 

13 第 1 表 細分類番号 第１表 細分類番号が正

しくありません。 

1 (0.0%) 取得ＤＢで規定

されていない番

号が記入 

14 第 2 表 夏期・冬期におけ

る 電気需 要平 準

化時間帯_使用量

GJ，昼間買電_使

用量 GJ 

特定第 2 表 夏期・冬期

における電気需要平準化

時間帯_使用量_使用量 GJ

が、昼間買電_使用量 GJ

の半分未満または昼間買

電より大きいです。 

405 (7.0%) 記入されている

数値の比較によ

り出現 

15 第 2 表 昼 間 買 電 _ 使 用

量，夏期・冬期に

お ける電 気需 要

平準化時間帯_使

用量 

特定第 2 表 夏期・冬期

における電気需要平準化

時間帯_使用量が、昼間買

電の半分未満または昼間

買電より大きいです。 

404 (6.9%) 記入されている

数値の比較によ

り出現 

16 第 2 表 使用量_合計 GJ 特定第 2 表 エネルギー

記載がありません。 

121 (2.1%) 記載漏れ 

17 第 2 表 夏期・冬期におけ

る 電気需 要平 準

化時間帯_使用量

GJ，昼間買電_使

用量 GJ 

特定第 2 表 夏期・冬期

における電気需要平準化

時間帯_使用量の記載が

ありません。 

26 (0.4%) 記載漏れ 

18 第 3 表 1-1 細分類番号 第 3 表 1-1 の細分類番

号が正しくありません。 

52 (0.9%) 取得ＤＢで規定

されていない番

号が記入 

19 第 3 表 2-1 細分類番号 第 3 表 2-1 の細分類番

号が正しくありません。 

69 (1.2%) 取得ＤＢで規定

されていない番

号が記入 

20 第 3 表 1-1 特 3-1 表_Y 特定第３表１－１ エネ

ルギーの使用に係る原単

位等 特 3-1 表_Y 記入

がありません。 

1,980 (34.0%) 記載漏れ 
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No. 対照表 対象項目 アラート内容 出現事業者数 

(出現率%) 

エラー原因 

21 第 3 表 1-1 特 3-1 表_X 前年

度原単位 

特定第３表１－１ エネ

ルギーの使用に係る原単

位等  X 前年度原単位 

記入がありません。 

1,969 (33.8%) 記載漏れ 

22 第 3 表 1-1 特 3-1 表_事業者

全体_V 生産数量

単位 

特定第３表１－１ エネ

ルギーの使用に係る原単

位等 V 生産数量_名称

単位  記入がありませ

ん。 

1,881 (32.3%) 記載漏れ 

23 第 3 表 1-1 特 3-1 表_V 生産

数量_名称 

特定第３表１－１ エネ

ルギーの使用に係る原単

位等 V 生産数量_名称 

記入がありません。 

1,872 (32.2%) 記載漏れ 

24 第 3 表 1-1 特 3-1 表_W 原単

位 

特定第３表１－１ エネ

ルギーの使用に係る原単

位等  特 3-1 表_W 原

単位  記入がありませ

ん。 

1,867 (32.1%) 記載漏れ 

25 第 3 表 1-1 特 3-1 表_V 生産

数量 

特定第３表１－１ エネ

ルギーの使用に係る原単

位等 V 生産数量 記入

がありません。 

1,865 (32.0%) 記載漏れ 

26 第 3 表 1-1 特 3-1 表_S 使用

量，特 3-1 表_U 正

味エネルギー量 

特定第 3 表 1-1 事業者全

体エネルギー使用量「S-

1」と「U-1」の差が 5%以

上発生しています。 

286 (4.9%) 記入されている

数値の比較によ

り出現 

27 第 4 表 1 特 4-1 表_当年対

前年度比 

特定第４表１当年対前年

度比が 50％未満または

150％以上です。 

117 (2.0%) 記入されている

数値の比較によ

り出現 

28 第 4 表 2 特 4-2 表_当年対

前年度比 

特定第４表２当年対前年

度比が 50％未満または

150％以上です。 

118 (2.0%) 記入されている

数値の比較によ

り出現 

29 第 5 表 特 4-2 表_当年対

前年度比，特 5-2

表_ニ記入の有無 

特 4-2 表_当年対前年度

比が 100 以上で、特定第

５表（ニ）理由の記入があ

りません。 

63 (1.1%) 記載漏れ 

30 第 5 表 特 4-1 表_当年対

前年度比，特 5-1

表_ロ記入の有無 

特 4-1 表_当年対前年度

比が 100 以上で、特定第

５表（ロ）理由の記入があ

りません。 

46 (0.8%) 記載漏れ 
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No. 対照表 対象項目 アラート内容 出現事業者数 

(出現率%) 

エラー原因 

31 第 5 表 特 4-2 表_5 年平

均原単位変化，特

5-2 表_ハ記入の

有無 

特 4-2 表_5 年平均原単位

変化が 99.1 以上で、特定

第５表（ハ）理由の記入が

ありません。 

43 (0.7%) 記載漏れ 

32 第 5 表 特 4-1 表_5 年平

均原単位変化，特

5-1 表_イ記入の

有無 

特 4-1 表_5 年平均原単位

変化が 99.1 以上で、特定

第５表（イ）理由の記入が

ありません。 

34 (0.6%) 記載漏れ 

33 第 6 表 特 6 表_エネルギ

ー使用量 1 

特定第 6 表 対象エネル

ギーの使用量（原油換算

kl）の１行目が 1500ｋｌ

未満で異常値です。 

72 (1.2%) 記載内容が条件

を逸脱 

34 第 6 表 特 6 表_エネルギ

ー使用量 2 

特定第 6 表 対象エネル

ギーの使用量（原油換算

kl）の２行目が 1500ｋｌ

未満で異常値です。 

4 (0.1%) 記載内容が条件

を逸脱 

35 第 6 表 特 6 表_エネルギ

ー使用量 3 

特定第 6 表 対象エネル

ギーの使用量（原油換算

kl）の３行目が 1500ｋｌ

未満で異常値です。 

1 (0.0%) 記載内容が条件

を逸脱 

36 第 7 表 1 第 7 表_記入内容 第 7 表_1「判断基準のベ

ンチマークの状況に際

し、参考となる情報」の文

字数が、最大登録可能な

文字数を超えています。

1600 文字以下に修正し

てください。 

1 (0.0%) 記述文字数が制

限数を超過 

37 第 7 表 2 石炭_発電効率 特定第 7 表 石炭による

火力発電の割合が51％以

上です。要確認。 

3 (0.1%) 記載内容が条件

を逸脱 

38 第 7 表 2 石炭_火力発電量

比率，ガス_火力

発電量比率，石油

その他_火力発電

量比率 

特定第７表２ 火力発電

量に占める発電量比率の

合計が、100％になりませ

ん。 

3 (0.1%) 記載内容が条件

を逸脱 

39 第 7 表 2 ガス_発電効率 特定第 7 表 ガスによる

火力発電の割合が58％以

上です。要確認。 

2 (0.0%) 記載内容が条件

を逸脱 
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No. 対照表 対象項目 アラート内容 出現事業者数 

(出現率%) 

エラー原因 

40 第 7 表 2 石油その他_発電

効率 

特定第 7 表 石油その他

燃料による火力発電の割

合が 49％以上です。要確

認。 

1 (0.0%) 記載内容が条件

を逸脱 

41 第 8 表 第 8 表

_ⅡISO50001 活用

状 況 ， 第 8 表

_ⅡISO50001 活用

状況年度 

特 定 第 ８ 表 1-

2ⅡISO50001 取得予定年

の記入がありません。 

3 (0.1%) 記載漏れ 

42 第 9 表 第 9-1 表_記入の

有無 

「第 9-1 表_記入の有無」

の文字数が、最大登録可

能な文字数を超えていま

す。1600 文字以下に修正

してください。 

1 (0.0%) 記述文字数が制

限数を超過 

43 第 9 表 4 運転開始年月日 特定第 9 表 4 新設した

発電専用設備に関する運

転開始年月日が年月日

が 、 8 ケ タ の 数 字

（YYYYMMDD）になって

いません。 

23 (0.4%) 記載方式ミス 

44 第 10 表 現 在の指 定区 分

(未指定の場合は

0)、指定区分変更

の要否 

特定第 10 表で、指定区分

の変更手続きありと指定

されていますが、該当工

場におけるマスタ上の指

定区分との不一致があり

ます。 

88 (1.5%) マスタの特定 10

表に登録されて

いる指定区分に

差異が生じてい

る 

45 第 10 表 ユニーク ID，ユニ

ーク ID 

特定 10 表で示された工

場数と指定１表で示され

た工場数が一致しませ

ん。 

27 (0.5%) マスタの登録内

容と記載内容に

差違がある 

46 第 10 表 細分類番号 第１０表 細分類番号が

正しくありません。 

5 (0.1%) 取得ＤＢで規定

されていない番

号が記入 

47 第 10 表 1 指10_1表_CO2量 指定第１０－１表 CO2 量

記載がありません。 

14 (0.2%) 記載漏れ 

48 第 10 表５ 指10_5表_権利利

益 の保護 に係 る

請求の有無 

「指定指定 10 表５ 権

利利益の保護に係る請

求」あります。 

2 (0.0%) 記載間違い 
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No. 対照表 対象項目 アラート内容 出現事業者数 

(出現率%) 

エラー原因 

49 第 11 表 ユニーク ID，ユニ

ーク ID 

特定 11 表で示された工

場数と、指定１表で示さ

れた工場数が一致しませ

ん。 

30 (0.5%) マスタの登録内

容と記載内容に

差違 

50 第 11 表 細分類番号 第 11 表 細分類番号が

正しくありません。 

9 (0.2%) 取得ＤＢで規定

されていない番

号が記入 

51 第 11 表 工場名 この事業者の同じ工場名

で、すでに指定工場の届

けが提出されており、そ

の工場名は現在、「受理済

み（2）」「弁明対応中（3）」

「指定済(4)」「指定見送

り(5)」のいずれかのステ

ータスとなっています。

要確認。 

5 (0.1%) 記載間違い 

52 第 11 表 工場所在地 特定第 11 表の工場所在

地の都道府県名の記載が

ない、または都道府県名

の記載が誤っています。 

4 (0.1%) 記載漏れ又は、都

道府県の記載漏

れ 

53 第 12 表 特12表_1_細分類

番号 

特 12 表１特定事業者全

体 の細分類番号が正し

くありません。 

9 (0.2%) 取得ＤＢで規定

されていない番

号が記入 

54 第 12 表_1 特12表_1_所管大

臣 

特定第 12 表_1_所管大臣

の記入がありません。 

190 (3.3%) 記載漏れ 

55 第 12 表_1 特12表_1_主たる

事業 

特定第 12 表 主たる事

業の記入がありません。 

123 (2.1%) 記載漏れ 

56 第 12 表_1 特12表_1_細分類

番号 

特定第 12 表_1_細分類番

号の記入がありません。 

121 (2.1%) 取得ＤＢで規定

されていない番

号が記入 

57 第 12 表_1 特12表_1_事業者

全体の CO2 排出

量 

特定第12表 特12表_1_

事業者全体の CO2 排出量 

記入がありません。 

118 (2.0%) 記載漏れ 

58 第 12 表 1 細分類番号 第 12 表 1 の細分類番号

が正しくありません。 

29 (0.5%) 取得ＤＢで規定

されていない番

号が記入 

59 第 12 表 1／

J12-1 

特12表_1_事業者

全体の CO2 排出

量，CO2 排出量 

特定第 12 表１ 各事業

分類の合計と、事業者全

体の二酸化炭素数値の合

計が５％以上相違があり

ます。 

502 (8.6%) 記入されている

数値の比較によ

り出現 
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No. 対照表 対象項目 アラート内容 出現事業者数 

(出現率%) 

エラー原因 

60 第 12 表 2 細分類番号 第 12 表 2 の細分類番

号が正しくありません。 

7 (0.1%) 取得ＤＢで規定

されていない番

号が記入 

61 第 12 表 3 特12表_3_事業者

の 調整後 温室 効

果ガス排出量 

特定第 12 表_3_事業者の

調整後温室効果ガス排出

量 記入がありません。 

132 (2.3%) 記載漏れ 

62 第 12 表 4

の１ 

ユニーク ID，ユニ

ーク ID 

この事業者は、特定第 12

表４の１の入力がありま

せん。 

127 (2.2%) 記載漏れ 

63 第 12 表 4

の２ 

ユニーク ID，ユニ

ーク ID 

この事業者は、特定第 12

表４の２の入力がありま

せん。 

131 (2.3%) 記載漏れ 

64 第 12 表 7 特12_7表_権利利

益 の保護 に係 る

請求の有無 

「特 12_7 表_権利利益の

保護に係る請求」にチェ

ックがあります。 

1 (0.0%) 記載間違い 

65 指定第 1 表 指定工場番号，ユ

ニーク ID,ユニー

ク ID,特定事業者

番号 

この事業者の、一部の該

当工場の指定表が提出さ

れていません。 

681 (11.7%) マスタ※に登録

されている工場

数と差異が生じ

ている 

66 指定第 1 表 指定工場番号，ユ

ニーク ID,ユニー

ク ID,特定事業者

番号 

工場番号が、この事業者

の登録されている工場番

号と一致しません。 

185 (3.2%) マスタに登録さ

れている工場番

号と記載に差異

が生じている 

67 指定第 1 表 工場所在地_都道

府県 

指定第 1 表 工場所在地

都道府県の記載がありま

せん。 

121 (2.1%) 記載漏れ 

68 指定第 1 表 指定工場番号，ユ

ニーク ID,ユニー

ク ID,工場名，工場

名 

指定第 1 表に指定工場番

号記載ないため新工場と

想定されますが、指定第

１表に記載した指定工場

名と、特定 11 表のいずれ

の工場名とも一致しませ

ん。 

39 (0.7%) マスタの登録内

容と記載内容に

差違 

69 指定第 1 表 工場名 指定第 1 表 工場名の記

載がありません。 

5 (0.1%) 記載漏れ 

70 指定第 1 表 細分類番号 指定第１表 細分類番号

が正しくありません。 

5 (0.1%) 取得ＤＢで規定

されていない番

号が記入 

71 指定第 1 表 細分類番号 指定第 1 表 細分類番号

記載がありません。 

3 (0.1%) 記載漏れ 
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No. 対照表 対象項目 アラート内容 出現事業者数 

(出現率%) 

エラー原因 

72 指定第 1 表 主たる事業 指定第 1 表 主たる事業

記載がありません。 

2 (0.0%) 記載漏れ 

73 指定第 1 表 エ ネルギ ー管 理

士免状番号 or 講

習修了番号 

指定第１表 エネルギー

管理者の管理士番号記載

がありません。 

326 (5.6%) 記載漏れ 

74 指定第 1 表 エ ネルギ ー管 理

者（員）の氏名 

指定第１表 エネルギー

管理者名の記載がありま

せん。 

62 (1.1%) 記載漏れ 

75 指 定 第 1

表、特定第

10 表 

工場名、主たる事

業、細分類番号 

特定１０表と指定１表に

おいて、「工場名」「主たる

事業」「細分類番号」の組

み合わせが一致しない工

場があります。要確認。 

958 (16.5%) 特定 10 表に記載

されている各項

目とそれぞれの

指定表の記載内

容が異なってい

る 

76 指定第 2 表 使用量_合計 GJ 指定第 2 表 エネルギー

記載がありません。 

6 (0.1%) 記載漏れ 

77 指定第 4 表 指 4 表_生産数量

前年度比 

指定第 4 表 エネルギー

数量前年度比記載があり

ません。 

111 (1.9%) 記載漏れ 

78 指定第 4 表 指 4 表_生産数量

単位 

指定第 4 表 エネルギー

単位記載がありません。 

26 (0.4%) 記載漏れ 

79 指定第 4 表 指 4 表_生産数量

名称 

指定第 4 表 エネルギー

名称記載がありません。 

16 (0.3%) 記載漏れ 

80 指定第 4 表 指 4 表_生産数量 指定第 4 表 エネルギー

数量記載がありません。 

7 (0.1%) 記載漏れ 

81 指定第 6 表 指 6-1 表_当年対

前年度比 

指定第６表１ 2018 年

度エネルギー原単位前年

度 比 150% 以 上 ま た は

50%未満です。 

116 (2.0%) 記入されている

数値の比較によ

り出現 

82 指定第 6 表 指 6-2 表_当年対

前年度比 

指定第６表２ 2018 年

度エネルギー原単位前年

度 比 150% 以 上 ま た は

50%未満です。 

115 (2.0%) 記入されている

数値の比較によ

り出現 

83 指定第 6 表 指 6-2 表_当年原

単位 

指定第６表２ 2018 年

度エネルギー原単位記載

がありません。 

9 (0.2%) 記載漏れ 

84 指定第 7 表 指 6-2 表_当年対

前年度比，指 7-2

表_ニの記入の有

無 

指定６．２表 2018 年対前

年度比が 100%以上です

が、指定７表２（ニ）の理

由に記載がありません。 

35 (0.6%) 記載漏れ 
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No. 対照表 対象項目 アラート内容 出現事業者数 

(出現率%) 

エラー原因 

85 指定第 7 表 指 6-1 表_当年対

前年度比，指 7-1

表_ロの記入の有

無 

指定６．１表 2018 年対前

年度比が 100%以上です

が、指定７表１（ロ）の理

由の記載がありません。 

27 (0.5%) 記載漏れ 

86 指定第 7 表 指 6-2 表_5 年平

均原単位変化，指

7-2 表_ハの記入

の有無 

指定６．２表平均原単位

が99.1%以上ですが、指定

７表２（ハ）の理由の記載

がありません。 

19 (0.3%) 記載漏れ 

87 指定第 7 表 指 6-1 表_5 年平

均原単位変化，指

7-1 表_イの記入

の有無 

指定６．１表平均原単位

が99.1%以上ですが、指定

７表１（イ）の理由の記載

がありません。 

17 (0.3%) 記載漏れ 

88 指定 8 表 1,

指定 8 表 2 

8-1 への記入の有

無、8-2 への記入

の有無 

指定８表の「１：工場等遵

守規準」と「２エネルギー

管理指定工場等の遵守規

準」のどちらにも記入が

あります。指定 8 表は、

[1][2]のいずれかの表が

提出される必要がありま

す。 

30 (0.5%) 記載間違い 

 

3.2 特定荷主等 

3.2.1 アラートの内容 

 アラートの出現した対象表、対象項目及び内容を以下に示す。 

 

表 3.2.1-1 特定荷主事業者アラート一覧 

No. 対象表 対象項目 アラート内容 出現事業者数 

(出現率%) 

エラー原因 

1 表紙 荷主番号 特定荷主番号が正しくあり

ません 

4 (0.8%) マスタの事業者番

号と差異が生じて

いる 

2 第９表 第９表_報告年

度 

「第９表エネルギーの使用

に伴って発生する二酸化炭

素の排出量」の報告年度が、

ブランクまたは2020年度

以外で記載されています。 

2 (0.4%) 記載漏れ 
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3.3 その他のエラー 

3.3.1 インポート時のエラーについて 

(1) 入力文字コードに起因する取り込みエラー 

 荷主計画書、付表３の最大積載量の表記において、「～」（Shift_JIS：8160）の部分を、「ー」

（Shift_JIS：815B）でパンチしたため、システム登録時にエラーになるという現象が確認された。 

 上記のエラーについては、訂正を行い、再度インポートすることにより解消された。 
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4. 総括 

 報告書の提出では、電子申請システムが活用され、その利用率が伸びている一方で、依然とし

て、紙媒体での申請や、PDF 等の提出が混在し、そのチェックを受領した、各地方局が実施し、

事業者に問い合わせを行うなどの非常に非効率な状態が続いている。 

 また、紙媒体での申請については、定められたフォーマットを使用することが前提とされてい

るが、事業者によっては、毎年の申請のために、新しいフォーマットにデータを移行させること

の煩わしさからか、過年度のフォーマットの内容のまま、データを 1 年分ずらして、申請を行う

など、フォーマットの統一が図られていないものが存在するため、画像化後の座標軸の情報等か

ら認識を行う AI OCR 等の活用も現時点では望めない。 

 本来であれば、各事業者の担当者も Excel 等のツールを活用し、データの更新を行っているた

め、電子申請の実施には問題がないはずであるが、過年度データの活用の問題から、昨年度に使

用したフォームを１年分ずらして、本年度も活用する等の悪循環が起こっているのではないかと

想定される。 

 エントリーを実施する中で、エラーが起こる要因については、基本的に以下の 5 点に集約され

る。 

 

(1) 必須項目が記述されていない、計算が間違っている等のヒューマンエラー 

(2) マスターファイルとの照合時の不整合 

(3) 帳票の記述形式のわかりづらさ 

(4) 古い帳票の使いまわしによるエラー 

(5) プリントアウトされる文字が小さい、薄い等の要因により、スキャニング後、非常に見づら

いものとなってしまい、オペレーターが入力を行う際の誤入力が発生 

 

 上記の問題を解決するために、以下の提案を行う。 

 

(1) 定期報告書等提出者向けのセルフチェックシートの準備 

 必須項目が抜けている、マスターファイルとの不整合が生じている、プリントアウト状態が悪

い等のエラーについては、事業者による申請前の訂正が望ましい。 

 その解消ために、現在の報告書とは別にセルフチェックシートを設け、事前に事業者による、

自己確認を行うべきと考える。 

 複数の項目による相互関係の評価により起こるエラーについても、改めてセルフチェックシー

トで確認を促すことにより、提出時のエラーを軽減させる。 

 セルフチェックシートの作成案（特定－第 6 表迄を想定したもの）を図 4-1 に示す。 

 

(2) 更新データの提供 

 各事業者に対し、取り込みを行ったマスタデータより、1 年分データを更新した、最新の電子申

請フォーマットへの変換したデータを提供することにより電子申請の促進を図ることができると

考える。 
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(3) 帳票形状の更新 

 一部の帳票についてエラーの出現率が高いことから、その帳票の記述箇所がわかりづらく、必

須項目の判断がつきづらいと考える。 

 エラーの多かった、「特定第３表 1－1」については、その形式の変更を行うべきと考える。 

 

(4) 旧フォーマット仕様の禁止 

 事業者が１年分のデータの更新処理のみを行うため、旧フォーマットのまま、データを更新し

続ける状況が考えられる。 

 旧フォーマットの使用を禁止することにより、必然的に、電子申請への移行が進むと同時に、

エラーも軽減されるものと考える。 

 

(5) プリントアウト状態の改善 

 事業者がプリントアウトされたものをセルフチェックすることで、小さいフォントサイズやカ

スレなどの原稿状態の悪さによるエラーを軽減する。 
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別紙 

図 4-1 セルフチェックシート作成案 

会社名：（          ） 担当者（所属：        氏名：       ） 

No. 対照表 対象項目 確認内容 確認 非該当 

1 全体 全体 最新フォーマット（VerX.X.X)を使用している □  

2 全体 全体 印字内容が 9 ポイント以上で、カスレなど無い □  

3 全体 全体 表紙、特定 1 表～特定 12 表までが揃っている □  

4 特定－表紙 法人番号 正しい番号で記載されている □  

5 代表者役職名 記載漏れがない □  

6 代表者氏名 記載漏れがない □  

7 法人名 記載漏れがない □  

8 特定－第 1 表 特定事業者番号 正しい番号で記載されている □  

9 特定排出者番号 記載漏れがない □  

10 事業者の名称 正しく記載されている □  

11 昨年度から変更されている □ □ 

12 エネルギー管理企画推進者の氏名 記載漏れがない □  

13 エネルギー管理士免状番号/講習修

了番号 

記載漏れがない □  

14 エネルギー管理統括者の氏名 記載漏れがない □  

15 細分類番号 正しい番号で記載されている □  

16 特定－第 2 表 夏期・冬期における電気需要平準化

時間帯_使用量/昼間買電_使用量 

記載漏れがなく、夏期・冬期における電気需要平準化

時間帯_使用量_使用量が、昼間買電_使用量の半分以

上または昼間買電より小さい 

□ □ 

17 昼間買電_使用量/夏期・冬期におけ

る電気需要平準化時間帯_使用量 

記載漏れがなく、夏期・冬期における電気需要平準化

時間帯_使用量が、昼間買電の半分以上または昼間買

電より小さい 

□ □ 

18 使用量_合計 記載漏れがない □  

19 特定－第 3 表 1-1 事業名 記載漏れがない □  

20 細分類番号 記載漏れがなく、正しくい番号で記載されている。 □  

21 S 使用量/U 正味エネルギー量 事業者全体エネルギー使用量「S-1」と「U-1」の差が

5%以下である。 

□ □ 

22 V 生産数量/名称/単位 3 項目全てが記載されている □  

23 W 原単位 記載漏れがない □  

24 X 前年度原単位 記載漏れがない □  

25 Y 記載漏れがない □  

26 特定－第 3 表 2-1 細分類番号 記載漏れがなく、正しくい番号で記載されている。 □  

27 特定－第 4 表 1 当年対前年度比 当年対前年度比が 50％以上、150％未満である □ □ 

28 特定－第 4 表 2 当年対前年度比 当年対前年度比が 50％以上、150％未満である □ □ 

29 特定－第 4 表 1 

特定－第 5 表 1 

特 4-1 表_5 年平均原単位変化/ 

特 5-1 表_イ記入の有無 

特 4-1 表_5 年平均原単位変化が 99.1 以上の時に、特

定第５表（イ）理由の記載漏れがない 

□ □ 

30 特 4-1 表_当年対前年度比/ 

特 5-1 表_ロ記入の有無 

特 4-1 表_当年対前年度比が 100 以上の時に、特定第

５表（ロ）理由の記載漏れがない 

□ □ 

31 特定－第 4 表 2 

特定－第 5 表 2 

特 4-2 表_5 年平均原単位変化/ 

特 5-2 表_イ記入の有無 

特 4-2 表_5 年平均原単位変化が 99-2 以上の時に、特

定第５表（イ）理由の記載漏れがない 

□ □ 

32 特 4-2 表_当年対前年度比/ 

特 5-2 表_ロ記入の有無 

特 4-2 表_当年対前年度比が 100 以上の時に、特定第

５表（ロ）理由の記載漏れがない 

□ □ 

33 特定－第 6 表 エネルギー使用量 1～10 対象エネルギーの使用量（原油換算 kl）が全て 1500kl

以上で記載されている 

□ □ 

 


